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国家情報局法が成立し、政府は7月にも情報局

を設置する方針だ。同法を巡っては、与党が大勢

を占める衆議院で、可決時の反対がわずか6票だ

った。与野党が拮抗する参議院では、立憲民主党

が「監督機関の設置」を盛り込んだ対案を出し反

対票を投じた。衆議院で中道改革連合が賛成に回

ったことを受け、立民議員の事務所に反対を求め

るファクスが殺到したという。成立前日の5月26
日には昼から夜にかけての国会前行動に計3千人

が集まり、MICや市民団体の活動は多少なりと

も国会に届いたのではないだろうか。 
しかし、高市政権は国家情報局法のみならず国

旗損壊罪や皇室典範の改正など、市民の疑問が山

積し、はっきり賛否が分かれる政策を数の力をた

のんで強行に押しきる手法を繰り返しており、今

後も警戒が必要だ。 
さて、政府は今夏に「外国代理人登録法」など

スパイ防止関連法を議論する有識者会議を設置し

て議論を加速させる方針だ。外国代理人登録法は

スパイ活動防止に向け、外国政府のために日本国

内でロビー活動をする場合に登録を義務付ける法

律とされ、報道や表現の活動に携わる我々にとっ

ては「本丸」といえる法案だ。国民民主党や参政

 
 
 
 
 
 
 
 
 

党も同様の立法を検討している。 
日弁連は2月に出した意見書で「取材源の秘匿

ができないことになりかねない」「外国人による

報道の自由に支障が生じ、市民の知る権利に重大

な問題をはらむ」などと指摘している。仮に日本

と対立している国・地域であっても、むしろだか

らこそ、市民の判断材料としてその国・地域の情

報を詳しく報じることが必要だ。外国代理人登録

法はそのための取材活動を制限し萎縮させる恐れ

が強い。また、国外の団体や市民と交流する市民

団体や労働組合への悪影響も予想される。 
先達といえる米国の外国代理人登録法は略称

FARAと呼ばれ、1938年制定と歴史は古い。今

年6月に新聞研究部の学習会で登壇したカリフォ

ルニア大アーバイン校教員の杉山日那子氏による

と、長年「使われない」法律とされてきたが、

16年の大統領選にロシアが介入した疑惑が持ち

上がったことを機に適用例が増えた（関連4面）。 
話題になったのは、元CIA上級分析官だったス

ー・ミー・テリー氏が2024年7月に起訴された事

件。容疑は外国代理人登録をしていなかったこと

だ。起訴状には「韓国国家情報院の工作員と継続

的な関係を持った」「情報院側の立場を擁護、推

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
進する論説を発表」などとある。 
いわばスパイ容疑だが、外国政府関係者から得

た情報を基に論説を書き公表したことを起訴理由

としたことに批判がある。ジャーナリズムを法的

に支援する米団体「報道の自由のための記者委員

会」は25年3月、「訴追内容は『論評ジャーナリ

ズム』と区別がつかない。こうした内容が訴追の

根拠となり得るのならば、FARAが伝統的なジャ

ーナリズムにも拡張される恐れがある」とする意

見書を公表した。

 
 
 
 
 
 
 
 新聞協会が初めて実施した「ジェンダー・多様

性に関する意識調査」の結果が4月に公表された。

協会加盟の新聞・通信社全99社の社員・役員の

うち9630人が回答した。 
 調査結果によれば「職場において男女の地位は

平等か」という問いに「平等である」と回答した

男性は40.7%、女性は26.0％と大きな差が付いた。

50代と60代の男性で「平等」と答えた割合が高

かった。 
 また「長時間働く人が高く評価されると思うか」

という問いには20～40代の女性で60%以上、20
～30代男性でも6割弱が「そう思う」と答えたの

に対し、50～60代の男性では40％を下回った。

「新しい仕事が増えているのに人は減っているか

ら長時間労働が加速した」「無駄な会議を減らせ

ば長時間労働は改善できる」と考えている人が多

 
 
 
 
 
 
 
いことも分かった。 
 「将来管理職になりたいか」には「なりたくな

い」が半数超。一方で女性管理職比率の数値目標

を設定することについては「賛成・どちらかと言

えば賛成」が約56％に上った。 
 浮き彫りになったのは、若年層・女性と中高年

男性の間の意識ギャップだ。長時間かつ過重な労

働や「男性稼ぎ主モデル」を内面化し、会社の中

で指導的立場にいる中高年男性に対し、多様な価

値観や働き方を希求している若年層・女性は違和

感を抱いている。こうした状況下で形式的に女性

管理職を増やそうとしても、女性がジレンマに陥

ることは想像に難くない。これまでの固定観念を

捨て働き方の構造改革を思い切って進めることが

不可欠だ。 
 この点、6月12日に民放連が発表した提言は、

 
 
 
 
 
 
 
「ジェンダー平等推進は人権課題であり経営課題

であることをまず経営トップが理解し、率先して

取り組む姿勢を社内外に示せ」とうたった上で

「全社員がアンコンシャスバイアスに自覚的にな

る」ことを求め、まずは日々の会議の人数を男女

同数にするといった具体策を提示している。番組

での表現や出演者の男女比などの点検の必要性に

も触れており、提言全体を見てもジェンダー研究

部の思いと一致する部分が多い。 
 調査を実施した新聞協会の「ジェンダー・多様

性に関する協議会」は今後も活動を続け、今秋の

新聞大会では研究座談会を開くという。「男性偏

重」構造を脱し、社会から必要とされる新聞ジャ

ーナリズムであるために、より踏み込んだ取り組

みが求められている。

 
 
 
 
 
 新聞労連は6月9、10日、東京・文京区で第4回
中央執行委員会を開いた。7月の定期大会で提案

される2026年度の運動方針案について議論した。

新規の統一要求となる「60歳超のシニア待遇改

善に向けた統一要求」＝3面に詳報＝のほか、

秋・年末一時金闘争の方針案など、新年度の運動

方針案の骨子が了承された。  
 財政方針案について、労連本部は、加盟組合員

減少による財政の厳しさはあるが、争議も含めて

 
 
 
 
 
労連本部が取り扱う案件が増えている現状を説明。

「現在の活動量を下げることは困難」との認識を

示した。構造的改善への取り組みを加速し、早期

の財政健全化を目指す前提で、来期は例年通りの

方針で予算案作業を進めることで了承された。 
 役員推薦委員会からは、26年度からの委員長

及び副委員長候補、27年度からの書記長候補者

について、当該地連・単組で順調に選出できる見

込みが報告された。 

 

 
報道萎縮の「本丸」に警戒を 

「論評」起訴、米国で懸念現実に  スパイ防止法を問う（３） 

抗議行動は広がりをみせつつある。 

MIC、市民団体が参加した＝4月17日、国会議事堂前 

新聞協会のジェンダー 

調査を分析する 働き方の構造改革待ったなし 

 

【公示】 

2026年7月1日 
日本新聞労働組合連合 

中央執行委員長 西村 誠 
 

新聞労連規約第20条により、第148回定期

大会を次の通り招集します。 
日時:7月22日午後1時半～5時 

23日午前10時～午後1時（予定） 
会場:台東区民会館・ホール 

（東京都台東区花川戸2丁目6-5） 
議題:①新聞労連の体制 

②25年度本部活動報告 
③25年度本部財政・監査報告 
④25年度経済闘争実績確認・総括 
⑤26年度運動方針案、予算･財政方針 
⑥26年度秋季・年末闘争方針案 
⑦その他 

26年度方針案の骨子了承 第4回中央執行委員会 

◇ジェンダー研究部は定期大会後の午後1時半から4時まで、シンポジウム「その足まだどかさ

ないつもり？～共に考える新聞業界のジェンダー平等～」を開きます。定期大会出席者以外も参

加可能です。参加形態はオンラインと会場の併用です。多くのご参加をお待ちしています。 
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 新聞労連青年女性部は6月15、16の両日、札幌市
の北海道新聞社で「第2回全国学習集会」を開催し
た。全国の地方紙を中心に約50人が参加、「10年
後の新聞社を考える」をテーマに、現場の切実な

課題解決に向けた「研修」のあり方や、業界の未

来像について議論を深めた。 
 1日目は「あったら嬉しい研修内容を考える」と
題し、7つの班が発表した。多くの班が、現在の研
修制度が「新人の離職防止」に偏り、現場中核の

30〜40代向けは手薄だと指摘した。編集職主体の
班は「支局から本社に戻りキャップやサブを任さ

れても、取材差配や原稿出し、ネタ元との関係構

築といった『記者と異なる頭の使い方』を学ぶ機

会がない」との声が上がった。これに対し、同世

代の経験者との交流会や、失敗談を共有し合う場

など、孤立しがちな中堅層を支える仕組みを求め

る提案がなされた。 
 営業や販売の班からは、スキルの「脱・属人化」

を掲げた提案が相次いだ。労連や新聞協会が主導

し、法律、マーケティング、生成AI活用などを体
系的に学ぶ共通プラットフォーム構築や、他業種

の決定プロセスを学ぶ「異業種キャリア研修」な 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ど、新聞の「内向き気質」を打破しようとするア

イデアが目立った。 
「10年後の理想的な新聞社は？」と題した2日目、
前半は北海道新聞社デジタル推進室の門馬羊次氏

が登壇。門馬氏が中心となり2022年に同社の新規
事業として立ち上げたアウトドア専門メディア

「あさってキャンプ」の取り組みを紹介した。情

報発信のみならず、キャンプを通じ北海道の自然

や文化、人の魅力を伝え、地域の価値向上や関係

人口創出の活動を語った。 
 また、キャンプ場の閉鎖や人口減少、野生動物

対策などの地域課題に対し、メディア、イベント、

観光、商品開発などを絡め事業を展開、課題解決

と収益性の両立を目指す点が印象的だった。AI時
代でも、地域の一次情報を蓄積し信頼性が高い新

聞社が、強みを活かした価値創造に挑戦する可能

性が示された。 
 講演後は「新聞社の未来を考えよう！」をテー

マに討議。AIへのリテラシー向上や、部署間の「縄
張り意識」解消策が話し合われた。特に、若手の

「業界は生き残れるのか」という漠然とした不安

に対し、部署間でのジョブローテーションや、情 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
報のブラックボックス化を防ぐノウハウ共有など、

風通しの改善で不安を解消すべきだとの意見が多

く出された。 
 参加者からは「柔軟な発想に刺激を受けた」「自 
社と他社の違いを感じた。未来について実践的に

考えたい」といった声が上がった。不安を単なる

不満で終わらせず、具体的な研修案や事業構想へ

と昇華させた今回の集会。業界全体の閉塞感を打

破するヒントは、組織の垣根を越えた対話の中に

こそあることを強く印象づけた。 
【青年女性部副部長・鈴木地拡＝茨城労組】

 
 
 
 

 
 
  
 
 
新聞労連と東京地連は6月24日、争議経験交流・
学習会」を開催した。オンライン中心に30人が参
加。保坂直人さん（埼玉労組委員長）、山口和也

さん（全徳島労組委員長）、松元ちえさん（新聞

通信合同ユニオン委員長）、齋藤甫さん（新聞協

会労組書記長）が登壇し、会社からの報復や二次

加害をテーマに議論した。 
第一部の個別報告では、保坂さんが、提訴後に

会社から受けた制裁通告について、労連本部や地

連の仲間の団体交渉参加や裁判傍聴支援が大きな

力となり、地裁勝訴後の高裁和解協議で制裁通告

の撤回を勝ち取ったと述べた。現在徳島県労働委

員会で争議を闘う山口さんは、分社化に伴う新規

採用社員の賃下げにストライキを敢行するなど反

対闘争を展開したところ、会社が昇進要件を満た

す組合員全員を昇進させない報復人事を強行し、

円満だった労使関係が対立に転じたと報告した。 
深刻な二次加害の報告もあった。松元さんは、

組合員が朝日新聞社在籍時に受けた性暴力被害を

巡り団交を申し入れたところ、退職後4年経過を
理由に会社が団交を拒否したため不当労働行為救

済を申し立てたと説明。労働委の調査で、会社が

加害者見解を支持し被害を否定する二次加害に及

んだと伝えた。齋藤さんは、事務局幹部によるハ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ラスメントについての団交中に代理人弁護士が組

合役員を指差しながら罵倒し、協会側団交出席者

がそれを黙認する二次加害があったと説明。現在

も労働委員会で和解協議中だが、協会側は二次加

害を含むハラスメントを認めていないとした。 
第二部の座談会では、二次加害へ声を上げるき

っかけについて、齋藤さんは当時の団交の様子を

振り返り、二次加害行為以外も「弁護士ばかりし

ゃべって形式的な回答にとどまるなど問題だらけ

だった」と述べ、特に悪質なものに抗議したと話

した。保坂さんは「会社が傾いて経営陣が変わっ

た後コンプライアンス意識がなくなったことが背

景にある」と指摘。「会社の報復は経営陣の劣化

だ」と断じた。 
組合が被害者にどう寄り添ってきたかについて

も議論が及んだ。松元さんは「まず『あなたは悪

くない』と伝えることが大切。それから複数の選

択肢を提示して解決のための筋道を立てると安心

できる」と述べた。山口さんは労働委員会で闘っ

ている当事者が匿名となっていることに触れ「当

事者は『正しいことをやっているので堂々と名乗

り出たいが、不安もある』と話している。そうし

た不安に耳を傾けながら組合としてきちんと対応

していきたい」と語った。 
 

 
 

争議支援のあり方の話題で齋藤さんは「加盟単

組からの抗議文書の送付などの支援が大きな力に

なった」と述べ「新聞協会の会員社は新聞労連の

加盟組合と重なっているところが多い。会員社の

組合からの厳しい目が今後の争議を闘っていくう

えでも重要になってくる」として引き続きの支援

を求めた。

 
 
 
 新聞労連は「就職フォーラムin九州」を6月27日、
オンラインで開いた。大学生ら3人の他九州地連
各単組・朝日新聞労組から17人が参加。企業とし
ての先行き不安や過重労働など、学生の懸念に対

し、地方紙を中心にパネリスト6人が、各新聞社で
の働き方などの現状を報告した。 
 就職フォーラムは毎年8月下旬、東京・大阪の2
会場で開いている。併設の作文ゼミも含め多くの

学生が参加しているが、全国紙・通信社の志望者

が多く、地方紙向けのテストケースとして初めて

取り組んだ。 
 パネルの冒頭では各社の決算状況と増収策が語

 
 
 
られ、新聞経営が縮小均衡を保てている実情が示

された。地方紙での働きがいについて、長崎新聞

労組・六倉大輔さんは自由な裁量で取材・記事執

筆している現状に触れ、地元紙代表として地域の

前線に立つ責任感も伝えた。質疑応答では、地方

紙の地元出身者比率のほか、一人支局への女性登

用と運用についてなどが話題となった。 
 九地連にはパネリスト選出、参加者集めに協力

いただいた。この場を借りて御礼を申し上げる。

地方紙採用の厳しさが浮き彫りとなったとはいえ、

学生への働きかけは組織化の第一歩。労連本部は、

最適な実施方法の検討を続ける。 

若手視点で新聞社の未来模索 
地域課題解決事例も報告 札幌で青女部全国学習集会 

地方紙の持続性・やりがい語る 地方紙の持続性・やりがい語る 就職フォーラム in九州 

報復・二次加害テーマに議論 
４労組招き争議経験交流・学習会 

 

ブックガイド 
 

「オンナを黙らせる政治とメディア」 
 

三浦まり、林香里編著 
 

 女性が声を上げるとき、なぜ「標的」とな

るのか。本書は政治やメディア、インターネ

ット空間で起きているさまざまな事例を通し

その実態に迫った。 
 女性研究者に対する名誉棄損訴訟や、フェ

ミニズム研究の科研費を巡る誹謗中傷、女性

記者への性暴力、SNS上の攻撃―。具体事例
を追いながら、女性の発言が標的となり、萎 
縮へ追い込まれ

る過程を明らか

にする。 
 本書では、社会

の構造的な問題も

描き出す。政治的

介入やメディア内

部のジェンダー不

均衡、オンライン

での拡散と収益化

など複数の要因が

絡み合う中で、現

代の「女性の言論

の自由」を見つめ 
直し、誰もが安心して発言できる社会とは何

かを考えさせ、ヒントを示す。 
 奈良新聞の記者である私も、当時の議長か

ら奈良県香芝市議会議場の撮影を許可され

ず、記者攻撃の一例として本書にご記載いた

だいた。奮闘の記録に勇気づけられるととも

に、社会変革の一助として広く読まれること

を願っている。   【奈良労組・高橋智子】 

活発に議論する集会参加者ら 
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 新聞労連は6月9、10日の第4回中央執行委員会
で、60歳超シニアの統一要求・方針を定期大会向
けに提案した。提案内容は、7月に開かれる新聞労
連の第148回定期大会で採択を予定している。今
後、加盟組合が現役組合員の未来を切り拓くため、

各単組で議論し要求項目に掲げることを呼びかけ

る。 
 2025年4月の高年齢者雇用安定法改正で65歳ま
での雇用機会確保が義務化されたが、新聞業界で

65歳定年制を導入する社は極めて少ない。新聞労
連の調査では、60歳以降に年収が5割未満へ激減
したり、労使合意のない一方的な条件決定など劣

悪な実態が判明した。シニアの組織率は低く個人

交渉は困難であり、この現状は現役世代の将来に

も暗い影を落とす。シニアの組織化は現役が将来

も安心して働くための緊急課題であり、持続可能

な新聞産業を維持するため、新聞労連は右の通り、

9つの柱の統一要求・方針を掲げる。 
 詳細は、7月に各単組に送付される新聞労連第
148回定期大会議案書の第5議題の「8.シニア労働
者に関する統一要求と方針」をご覧いただきたい。 

 
 
 
 
「再雇用は地獄への入り口です」 

 高齢の労働者を取材する中で、同じ言葉を何度

も聞いた。高齢者の雇用の現場には、労働基準法

も労働組合法もないかのごとき厳しい状況が広が

っている。高齢者の労働現場の取材を思い立った

のは、筆者が定年を迎え、再雇用で働き始めたの

がきっかけだ。 
 60歳を過ぎれば、再雇用で働くことが分かって
いながら、心構えも準備もなかった。定年前まで

と同じような日々が続くのかと思っていた。だが、

違った。定年延長ではないのだから、再雇用は非

正規労働者としての生活がスタートするというこ

とだ。取材で非正規の働き方をたくさん取材して

きたが、いざ非正規として働き始めると、その不

安定さ、過酷さを改めて実感した。 
 そこで、高齢労働者の雇用の現場を広く取材し 

 
 
た。最初に皆が戸惑うのが、身分の不安定さだ。

多くは1年契約だが、中には、半年、3カ月更新の
人もいた。その不安定な仕事の契約内容も、週5日
のフルタイムから週3日6時間、中には週1日だけ
のフルタイムなどさまざまだ。 
 そして、多くの場合、賃金を含むそれらの労働

条件を一方的に提示され、その条件を「飲む」か

「飲まないか」しか選択の余地がなかったという。

週5日のフルタイムで定年前と同じ仕事と一見変
わらないようであっても収入は現役時代の半分な

どという例もある。家族、住宅など各種手当ては

一切なくなり、夏冬の賞与もなしとなれば、収入

は容易に半額以下になる。 
 選択肢は、この条件を「飲むか」「飲まないか」

しかない。会社に再雇用が義務化されたと言って

も、再雇用の拒否以外は、どんな条件でも提示さ

えすれば法に触れない。実際、賃金の減額幅や雇

用条件は裁判にもなっており、特殊な事例ではな

 
 
い。新聞労連の再雇用者への調査結果を見ても、

収入や雇用条件の決め方は、ここに記した事例を

裏付ける結果になっている。 
 低賃金や劣悪な労働条件について、私たちは労

働組合を通じて会社に是正を迫ってきた経験があ

る。しかし、これも調査結果の通り、多くの再雇

用者は労働組合とつながっていない。労組が再雇

用者が加入できる規約を持っていても、現役も定

年者も共に組織化への意識が低い。長くても1年
契約を更新する働きかたでは、労働者は労働条件

が悪くなることを恐れ、不満があっても黙って契

約を更新するしかないのが通常だ。そうしなけれ

ば、年金支給前の無収入を乗り越えるため、新た

な仕事を探さなければならなくなる。 
 新聞労働者が安心して働き老後を迎えるために

は、〝未来のこと〟とは思わずに、現役も再雇用

者も今一度労働組合に結集することが重要だ。 
【新聞通信合同ユニオン・東海林智＝毎日新聞】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 現在開催中のサッカー・ワール

ドカップ。今大会から参加国が48
カ国に拡大され、これまで以上に

多様な国や地域が世界の舞台に

立っています。 
 今大会で心を動かされたのは、

人口約50万人のカーボベルデの
活躍です。決して世界の強豪とは

呼ばれない国ですが、スペインや

ウルグアイと引き分けるなど、選

手たちが一丸となって大国相手

に臆することなく挑む姿は、ワー

ルドカップならではの醍醐味を

感じさせてくれます。 
 一人のスーパースターだけで勝てるチームはあ

りません。異なるクラブでプレーする選手たちが、

それぞれの個性を持ち寄り、互いを尊重しながら

一つの目標に向かって戦う。だからこそ、チーム

は大きな力を発揮できるのだと思います。 
 大会を見ながら、異なる背景を持つ仲間がつな

がり、それぞれの持ち味を生かしながら力を結集

していくことの大切さを改めて感じています。

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そして、その思いは、昨年から務めている東京

地連の委員長としての活動の中で、日々強く感じ

ています。 

役職を引き受けるまでは、他社の組合役員の皆

さんとじっくり話す機会は決して多くありません

でした。しかし、地連の活動を通じてさまざまな

社の仲間と意見交換をする中で、「会社は違って

も、悩みは共通している」と感じる場面が何度も

ありました。 
 人手不足、働き方、若手組合員との向き合い方、

組合活動への参加促進―。置かれている環境や制

度は違っても、向き合っている課題は驚くほど似

ています。 
 そして、他社の仲間との交流は、自社だけでは

気付かなかった視点や新たな発想を与えてくれま

した。悩みを共有し、知恵を出し合う中で、横の

つながりの大切さを改めて感じています。 
 新聞業界を取り巻く環境は厳しさを増していま

す。しかし、こういう時代だからこそ、会社の垣

根を越えた横のつながりが大きな力になると信じ

ています。 
会社は違っても、目指すものは同じ。互いの経

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

験や知恵を持ち寄り、支え合うことで、一人では

生み出せない力が生まれる。参加国が48カ国に拡
大されたことで、ワールドカップの魅力がさらに

深まったように、多様な単組や仲間が集い、横の

つながりを広げていくことで、東京地連もまた、

より豊かで力強い組織になっていける――。 
 東京地連もまた、各単組がそれぞれの個性を生

かしながら、より良い職場と新聞産業の未来とい

う共通の目標に向かって進んでいく「一つのチー

ム」なのだと思います。 
 委員長として、多くの仲間との出会いに感謝し

ながら、これからも「つながる力」を大切に、東

京地連というチームの一員として、仲間とともに

前に進んでいきたいと思います。 

労連初の60歳シニア統一方針 
現役組合員の未来考え要求を 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 実態と要求の把握 アンケートでシニアの切実な声と現役の認識不足のギャップが判明した。ま

ずは単組レベルで実態を掴む努力が必要である。 
② 65歳定年制の早期実現 段階的に70歳まで延長し、希望年齢で不利益なく退職できる制度を目指
す。定年延長は大幅減給に歯止めをかけ、組織率維持にも有効である。 

③ 年収・賃金の最低水準確保 フルタイムで59歳時の7割以上、最低年収500万円以上を目指す。同
等業務なら不合理な減額を行わせず、職務に応じた公正な処遇を求める。 

④ 不合理な手当カット等の是正 再雇用を理由とする住宅・扶養手当の廃止や休暇削減など、不合

理な待遇格差は認めず、会社に説明責任を果たさせる。 
⑤ 一時金の支給 夏冬や退職の一時金を確保する。資産に不安を持つ層が一定数いる現状において、

一時金は生活安定に不可欠である。 
⑥ 健康に配慮した時短制度 健康や介護に合わせ、1日6時間以下の勤務や週休3日など、柔軟に変
更・復元できる労働時間選択制の導入を目指す。 

⑦ 事前協議制の確立 一方的な条件提示を撤廃させ、合意に基づく契約を目指す。十分な検討のた

め、条件提示等は2カ月以上前に行わせる。 
⑧ 職種変更や配転ルールの確立 職種変更を伴う場合はリスキリングを前提とし、適切な研修期間

を確保するルールの確立を求める。 
⑨ シニア労働者の組織化 新聞産業で今後シニアの比率は確実に高まる。これらの要求実現に向け、

労組内にシニア部を置くなど組織化を急ぐことが必須である。 

統一要求の要点 

再雇用の現場取材から 

つながる力で｢一つのチーム｣に 

早崎 周人さん（東京地連委員長＝毎日労組） 

東京地連主催の平和学習会で交流を深めた面々 

 
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6月7日、LGBTQ（性的少数者）らの権利や尊厳
を訴えるアジア最大級のイベント「Tokyo Pride 
2026」が東京・渋谷で開かれた。新聞労連はメイ
ンイベントのパレードに初参加し、多様性と平等

を掲げ、新聞業界としてどんな人にも寄り添う姿

勢を訴えた。 
新聞労連は2023年6月、特別中執の取り組みと

して、大阪市内でLGBTQ勉強会を初開催。その後
もゆるやかな連帯が続く中で、地方単組有志が新

聞労連に声かけし、民放労連組合員らによる団体

「メディア・レインボー・アライズ」の一員とし

てのパレードへ参加が実現した。 
全国から21人が参加。学生時代にパレードに関
わり、今も当事者を取材している記者や、マイノ

リティーが苦しむ現状を変えたいと強い思いを持

った当事者などがさまざまな心持ちで集まった。

約1万5千人（主催者発表）とともに「多様性と平

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

等が開く未来」のプラカードを掲げ、沿道の人た

ちへ「ハッピープライド！」と笑顔で声を交わし

て手を振り、ハイタッチしながら約2キロを40分
かけ練り歩いた＝写真＝。 
予想以上の参加人数と沿道の歓迎に感激した有

志メンバーは「業界の未来は明るいかも」「労連

として参加し、1人の声じゃなくなった」と声を震
わせた。また「横のつながりができ、提案は間違

っていなかったと改めて思えた」と手ごたえを語

り、11月に予定される地方パレードにも参加した
い意向を口にした。 
この日は交流サークルの立ち上げも発表。新聞

業界で働く当事者や、理解を深め応援したい「Ally
（アライ）」の人らが安心して緩やかに過ごせる

「新聞仲間のにじいろサークル」をLINEオープ
ンチャット上に開設した。つながりを広げ、日頃

の悩みなどを気軽にやりとりできる場を目指す。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
参加は業界内であれば誰でも自由で、既存の参

加者や問い合わせを通じて参加パスワードを共

有する。チャットを見るだけでもOK。注意事項は
情報の無断共有（アウティング）禁止▽多様な価
値観を尊重し、否定や差別をしない―など。問い

合わせはメール（nijiiro-np@shimbunroren.or.jp）
へ。         【東奥労組・米山竜一】 
 

 
  
 
 
 
 
 
「構造的性暴力を考えるプロジェクト」実行委

員会と上智大学比較研究所は、「二次加害を考え

る」イベントを6月28日、東京都千代田区で開い
た。性暴力根絶を目指す活動のうえで、被害者支

援と同時に加害をなくす取り組みを重視し、広げ

ることが目的。オンライン含め100人が参加した。 
同プロジェクトは新聞労連や東京地連ジェン

ダー部会、民放労連などMICの加盟単組の有志で
2026年に活動を開始。2月には、フジテレビの性
暴力事件発覚から一年を機に、メディア業界の性

暴力・ハラスメントの現状を見直し、課題を共有

するシンポジウムを開いた。 
2回目となる今回は「二次加害をなくすには〜
訴える声を阻む壁」と題し、第一部のシンポと第

二部のグループディスカッションを通して、性暴

力が起こった後の二次加害について話し合った。 

 
 
 
 
 
 
 
シンポでは、取材・支援の現場事例紹介のあと、

性暴力被害者の池田鮎美さんがアンケート調査

で見えてきた捜査機関による二次加害の実態を

報告し、上智大学心理学科准教授の齋藤梓さんが

研究と実践の現場から話した。 
齋藤さんは、二次加害が起こる背景として「正

しいことをしていれば良いことがあり、悪いこと

をしたら悪いことを起こる」という公正世界信念

や「女性が露出度の高い服装をしていたからだ」

とか「被害者にも落ち度があった」など 被害者
にも非があるなどの性暴力への誤った認識（レイ

プ神話）を挙げた。また「性暴力が起きやすいの

は、性差別や性的蔑視を用いたジョークが許され

る文化」であり、だれもがアクティブ・バイスタ

ンダー（行動する傍観者＝発生予防や被害拡大を

防ぐため対応・介入する第三者）になる努力が必 

 
 

要だとの指摘もあった。齋藤さんは「身近で事案

が起きたら、直接的に介入することで二次加害を

防げる」と呼びかけた。 
グループディスカッションでは、二次加害を見

聞きしたときにどう介入すべきか、単なる傍観者

でなくアクティブ・バイスタンダーになるにはど

うしたらよいかなど具体的な行動が議論された。 
参加者からは「自分も二次加害をしていたかも

しれない、と思い返す機会になった」「不作為の

傍観者であることが二次加害だ、との気づきにつ

ながった」などの意見があった。また加害者が不

起訴になることで、報道を含め数々の二次加害が

引き起こされる問題が共有され、不起訴は無罪の

証明と同義ではないことが確認された。 
メディアの労働組合でつくる本プロジェクト

は、今後も性暴力をなくすために多面的に活動を

展開する。日々、取材・執筆する労働者として、

また労働相談活動をする組合員として、意図せず

二次加害をおかしてしまわないよう意識を高め

ていきたい。 
【新聞通信合同ユニオン・松元ちえ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
新聞研究部は6月8日、「『パンパン』女性と戦
後日本 社会のまなざしを考える」と題したオン

ライン学習会を開いた。戦時下の性暴力をテーマ

に長年研究する一橋大ジェンダー社会科学研究

センターの平井和子客員研究員が講演し、「パン

パン」と呼ばれた女性たちの背景や、彼女たちに

向けられた世間の差別的なまなざしについて解

説した。 
 占領軍の基地周辺に集まる女性たちは「散娼」

「街娼」とも称され、当時の新聞や統計によると

全国に約30万人いたという。動機調査では「生活
難」「家庭不和」が上位で、経済的理由や家出に

よって困窮し、街頭に立たざるを得なかった状況

が浮かび上がる。 
 隠れた存在だった従前の「娼妓」と異なり、「パ

ンパン」は流行最先端の服装で兵士と腕を組んで

街を闊歩（かっぽ）するなど「存在が見える」新

しさがあったと言及。それ故に、社会からは「赤

線（旧遊郭）」の女性たちと二分化され、女性か

らは「かわいそう」「転落女性」「うらやましい」、

男性からは「敵国へ寝返った女性」などと複雑な

視線が向けられていたという。平井さんは「『パ 

 
 
 
 
ンパン』に注目することだけでも、戦後の日本社

会のありようや労働運動、教育の在り方など、全

てを見直していくきっかけになる」と訴えた。 
 新研部では2025年度から戦時性暴力をテーマ
にした勉強会を開催し、今回が5回目となる。 

【河北労組・浦響子】 
 
 
 
 
 
高市早苗政権が制定を目指す「スパイ防止関連

法制」について学ぶ勉強会が6月12日、会場参加
とオンラインで行われた。講師を務めた弁護士で

米国ロースクール実務家教員の杉山日那子さん

は、インテリジェンス（情報収集・分析）機能の

拡大で、報道や表現の自由は顕著に影響を受ける

と指摘し、「報道の自由を守るためのコミュニテ

ィーが必要だ」と説いた。杉山さんは国際人権法

が専門。各国の市民社会や国際NGOとともに、報
道・表現の自由の擁護や、デジタル監視問題の調

査、政策提言を行っている。 
 インテリジェンス機能の強化は、諜報（ちょう

ほう）活動の拡大につながる。杉山さんは米国、

英国における同種の立法や政策、国家による権限

乱用事例について解説した。両国とも諜報機関の

暴走を防ぐために監視・監督する仕組み「オーバ 
 

 

 
ーサイト」と、諜報機関の隠密行動や監視活動に

対して議会や国民に説明責任を果たす機能「アカ

ウンタビリティー」が立法府や司法で確立してい

る。 
 米国ではトランプ政権下でオーバーサイトが

弱体化し、英国でもジャーナリストへの違法なス

パイ活動が起きているが、対抗措置の仕組みが担

保されている。国際NGOやジャーナリスト、弁護
士らのネットワークが政策変更のための司法手

続きや、個人の権利擁護活動を行っているという。 
 翻って日本はどうか。杉山さんは「権限の乱用

があった場合のアカウンタビリティー、規範創出

の議論があまりなされていない」と指摘。表現・

報道の自由を守るために「対抗できる組織をつく

る必要がある」と語った。国会では国家情報会議

創設法が成立し、政府は7月にも同会議と、司令 

塔となる国家情報局を設置する予定だ。私たちに

残されている時間は多くない。 
【神奈川労組・松島佳子】 
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